
気候危機打開に向けた自治体の役割

桃井貴子（気候ネットワーク東京事務所）

気候危機打開セミナー



気候ネットワークとは KIKONET.ORG

国際交渉

国内政策

地域対策

５つのミッション

人類の生存を脅かす気候変動を防ぎ、
持続可能な地球社会を実現すること

・世界の温室効果ガスを実質ゼロにする国際的なしくみをつくる
・日本での持続可能な脱炭素社会・経済に向けたしくみをつくる
・化石燃料や原子力に依存しないエネルギーシステムに変える
・市民のネットワークと協働による脱炭素地域づくりを進める
・情報公開と市民参加による気候政策決定プロセスをつくる

Global

National

Local



世界に広がる異常気象

世界の年平均気温の順位
（1891年以降）



カーボンゼロ宣言 自治体数785自治体（2022年9月30日現在）

（43都道府県、459市、20特別区、224町、39村）総人口約1億1,896万人

出典）環境省 https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html



「1.5℃目標」 ≠ 「2050年カーボンニュートラル」



地域社会のさまざまな課題解決とともに気候危機を打開する

- 気候変動対策の強化

- 気候リスクの増強（豪雨災害、台風被害など）

- エネルギーコストの上昇

- 非常時のエネルギー供給

- 地域経済の活性化と雇用確保

- 新たな産業の創出と人材育成

- 人口減少と高齢化

がまんの省エネをするのではなく、
より豊かで健康的な生活を送ることができる社会へ

より良い社会をつくるためにこそ、気候変動対策が不可欠



気候危機打開に向けた自治体の役割



①排出構造や実態の把握１

 地域によって排出構造は全く
異なるので、自らの地域の把
握が必要。（右図は関節排出
量での部門別排出割合）

 都道府県、政令市、中核市は
地球温暖化対策推進法により
「地球温暖化対策実行計画地
域施策編」の策定義務がある
ため排出量把握は必須。

出典）2022年7月25日（月）脱炭素地域づくり連続ウェビナー〜気候変動政策を市民目線で視る〜【第1回】歌川学さん資料



①排出構造や実態の把握２

市町村単位の大まかな把握

 環境省「自治体排出量カルテ」の活用
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/t
ools/karte.html

 Eコンザル「E-CO2」全基礎自治体のエ
ネルギー消費量・エネルギー起源CO2排
出量データベースの活用https://www.e-
konzal.co.jp/e-co2/

個別データやヒアリングなどでの細微
な把握

 都道府県別エネルギー消費統計（経済産
業省）

 自動車燃料消費統計（国土交通省）

 温室効果ガス排出量算定報告公表による
事業所別開示情報（環境省）

出典）環境省「自治体排出量カルテ」とは

https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html
https://www.e-konzal.co.jp/e-co2/


②再エネポテンシャルの把握

出典）環境省 再生可能エネルギー情報提供システム[REPOS(リーポス)]

ポテンシャルの大まかな把握

 環境省「再生可能エネルギー情報提供シス
テム[REPOS(リーポス)] 」の活用
https://www.renewable-energy-
potential.env.go.jp/RenewableEnergy/index.html

 環境省「自治体排出量カルテ」の活用
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools
/karte.html

細微な把握

・太陽光：公共施設、戸建面積、屋根件数、
既設住宅、農地での設置可能性など

・風力、水力、バイオマスなど：詳細な調査
をして可能性を検討

https://www.renewable-energy-potential.env.go.jp/RenewableEnergy/index.html
https://www.env.go.jp/policy/local_keikaku/tools/karte.html


③対策状況の把握・比較分析、将来予測、計画の策定、対策評価

対策状況の把握

・省エネ、断熱建設は
どの程度進んでいるの
か。

・部門別のエネルギー
効率はどの程度か。

・再生可能エネルギー
はどの程度導入されて
いるか。

など

将来予測

・対策をしなかった場
合の排出量推計

・対策をした場合の排
出量の推移予測。

計画策定

・地域の実態にあわせ
てどこに重点をおき、
どんな対策をどのよう
に実施するのか。

・実行計画の策定

対策を実施し、

確認・評価する



気候変動対策の実施
省エネ・再エネの街づくり



①省エネ対策を政策的に誘導する

 産業部門：省エネ設備の更新

＊古い設備ほど更新で削減効果が大きいので、設備投
資分はその後の光熱費（エネルギーコスト）の削減で
回収できる。

 業務部門：建築物省エネ化（ZEB）や既存のオ
フィスの断熱改修や省エネ設備への更新。

 家庭部門：新築のZEH。高気密高断熱住宅。既存

住宅の断熱改修（窓のインナーサッシ）、省エネ
機器の導入。

＊エネルギー効率が高まり光熱費削減に。
＊室内環境が整い、健康にも良い。



①省エネ対策を政策的に誘導する

 東京都では「地球温暖化対策報告書制
度」を導入。中小規模の事業者の底上げ
を目的に報告を集めて分析。

出典）東京都「地球温暖化対策報告書作成ハンドブック」より



②地域の再生可能エネルギーを掘り起こし、導入を加速。

出典）2022年7月25日（月）脱炭素地域づくり連続ウェビナー〜気候変動政策を市民目線で視る〜【第1回】歌川学さん資料

 日本全体の再生可能エネルギーのポテン
シャルは、日本全体の電力消費量を大き
く上回る。各地域ごと（特に地方）では
再生可能エネルギーのポテンシャルが大
きいところも、FITだけでは再エネが進
んでいないのが現状。

 無償で太陽光パネルを公共施設などに設
置し、設置事業者から安く電力を購入す
るPPAなどの利用によって、CO2削減と
光熱費削減につなげることができる。



③断熱基準の向上

 今年の省エネ法改正で新基準
が制度化されたものの、他国
に比べるとまだ低い日本の断
熱基準。

 鳥取県では国を上回る基準を
設けて、建物の断熱化を推進。
相談窓口や補助金メニューな
どを設けている。

鳥取健康省エネ住「NE-ST」

https://www.pref.tottori.lg.jp/ne-st/

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001487807.pdf



③住宅性能の向上（高断熱・高気密・耐震・再エネ・蓄電池）

出典）資源エネルギー庁

高気密・高断熱住宅／ZEHのメリット

1. 夏は涼しく、冬は暖かい。常に一定の室温を保ち健康維持
2. 外気の影響を受けないため、エネルギーコストを大幅削減
3. 災害時に停電などが起きてもエネルギー自給ができる

 高気密・高断熱住宅の普及。

 耐震基準をクリアすることも日
本の住宅の課題。

 太陽光パネルを屋根に設置。も
しくは設置できるような構造で
建物を建築する。

 蓄電池やEVにより、エネルギー
の自給や災害時に対応できるづ
くり。



⑥モビリティ対策（自転車利用の促進、公共交通利用の推進）

 自転車や電動カートなどが通行
しやすい道路設計。

 歩行者専用道路の拡大。

 公共交通利用の促進

 公用車などの電気自動車化。

 コンパクトシティ化。



⑨EVを活用したエネルギーマネジメント事業の例（小田原市）

出典）2022年9月30日（金）脱炭素地域づくり連続ウェビナー〜気候変動政策を市民目線で視る〜【第３回】小田原市資料



⑩配電網を活用したエネルギーマネジメントの例（小田原市）

出典）2022年9月30日（金）脱炭素地域づくり連続ウェビナー〜気候変動政策を市民目線で視る〜【第３回】小田原市資料



⑪公正な移行のプログラム実施

 今後、発電所、鉄鋼、自動車など化石燃料を大量に使う業種では、
業種の縮小が考えられる。その中で人々が突然職を失い、失業す
ることのないよう、あるいは地域全体が脱炭素社会にスムーズに
移行できるよう、「公正な移行」のプログラムを実施する。

 海外の都市では、炭鉱や大規模石炭火力発電をかかえるような地
域で「公正な移行」のプログラムが実施されている。

※気候ネットワーク「公正な移行」
以下からダウンロードしていただくことができます。
https://www.kikonet.org/info/publication/just-transition-report



⑫市民参加型の政策づくり

 把握したデータは市民にも開示し、説明をし、政策決定
プロセスにも市民が参加できるような工夫をすることが
必要。

 気候市民会議で無作為に抽出された人たちで議論を重ね、
首長に提言し、政策に反映する取り組みが欧州を中心に
広がっている。

 日本では、札幌市、川崎市、武蔵野市、杉並区などで実
施された。



まとめ

 気候危機を乗り越えるために、自治体の気候変動政策の強化が求められる。

 まずは地域の排出構造や再生可能エネルギーのポテンシャルを分析し、効果的な対策がどこか、重点を
置くべき課題は何かを抽出し、対策を行うことが必要。

 対策の基本は、省エネ（建築物の高気密高断熱化、省エネ設備更新など）、再生可能エネルギーの導入
を行う。“革新的なイノベーション”などなくても大幅な削減が可能。

 気候変動対策は、地域課題の解決にもつながる。（雇用の確保、再エネシフト、エネルギーの自給自足、
災害時・緊急時のエネルギー対策、新たな産業の創出、高齢者の健康維持）

 データを公開し、しっかり説明することで、市民の意識向上や市民参加のまちづくりがかない、市民が
主体的に対策を行うことにもつながる。



https://www.kikonet.org/info/publication/kiko-action-guide



ご清聴ありがとうございました！
気候ネットワークのご支援もよろしくお願いします！
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